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平成２０年３月期 決算短信 

平成２０年４月２８日 

上 場 会 社 名        沖電気工業株式会社      上場取引所 東証一部・大証一部 
コ ー ド 番 号         ６７０３                      ＵＲＬ  http://www.oki.com/jp 
代  表  者 （役職名）取締役社長 （氏名）篠塚 勝正 
問合せ先責任者 （役職名）ＩＲ室長   （氏名）吉田 邦彦    ＴＥＬ (０３)３５０１－３１１１          
定時株主総会開催予定日  平成 20 年６月 27 日  
有価証券報告書提出予定日 平成 20 年６月 27 日  
  

（百万円未満切捨て） 
１．２０年３月期の連結業績（平成 19 年４月 1日～平成 20 年３月 31 日） 
(1)連結経営成績                                （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円   ％

20 年３月期 
19 年３月期 

719,677   0.1 
718,767   5.6 

6,200      ―
△ 5,410      ―

△ 3,887   ― 
△ 12,762      ― 

567   ―
△ 36,446     ―

 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

自 己 資 本 

当期純利益率 

総 資 産 

経常利益率 

売 上 高 

営業利益率 

  円 銭  円 銭 ％ ％ ％

20 年３月期 
19 年３月期 

0.83 
△ 56.27 

0.74
―

0.6
△ 30.0

△ 0.6 
△ 2.0 

0.9
△ 0.8

(参考) 持分法投資損益      20 年３月期   140 百万円    19 年３月期    △75 百万円 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

20 年３月期 
19 年３月期 

570,819   
628,398   

101,376  
115,973  

16.6  
17.4  

138.55 
160.13 

(参考) 自己資本         20 年３月期  94,640 百万円    19 年３月期  109,402 百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

20 年３月期 
19 年３月期 

42,543   
16,105   

△ 22,876  
△ 34,900  

△ 19,401   
28,130   

49,846  
49,800  

 
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 
配当金総額
(年間) 

配当性向 
（連結） 

純資産 
配当率 
（連結） 

（基準日）中間期末 期末 年間    

  円 銭  円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

19 年３月期 
20 年３月期 

－ 
－ 

－ 
－ 

0.00
0.00

－
－

－
－

－ 
－ 

21 年３月期 
（予想） 

未定 未定 未定  －  

 
 
３．２１年３月期の連結業績予想（平成 20 年４月 1日～平成 21 年３月 31 日） 
 

２１年３月期の連結業績予想については、５月下旬を目処に開示する予定です。 

 
(注) ４ページ「③次期の見通し」をご覧ください。 
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 
 
(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有  
② ①以外の変更   無 
(注)詳細は、19 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の（会計方針の変更）をご

覧ください。 
 
(3) 発行済株式数（普通株式） 

①期末発行済株式数（自己株式を含む） 20 年３月期 684,256,778 株 19 年３月期 684,256,778 株 
②期末自己株式数  20 年３月期 1,184,635 株 19 年３月期  1,069,266 株 
 (注) 1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、31 ページ「１株当たり情報」

をご覧ください。 
 
 
(参考)個別業績の概要 
 

１.２０年３月期の個別業績(平成 19 年４月 1日～平成 20 年３月 31 日) 
(1)個別経営成績                             （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円   ％

20 年３月期 
19 年３月期 

408,840   0.5 
406,922 △ 0.5 

△ 12,980   ―
△ 16,590   ―

△ 11,869   ― 
△ 17,696   ― 

△  1,729  ―
△ 37,384  ― 

 １株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

 円 銭 円 銭

20 年３月期 
19年３月期 

△ 2.53 
△ 57.72 

―
― 

(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

20 年３月期 
19年３月期 

426,071   
476,785   

93,702  
108,523  

22.0  
22.8  

137.05 
158.79 

(参考) 自己資本       20 年３月期      93,622 百万円  19 年３月期  108,491 百万円    
２．２１年３月期の個別業績予想（平成 20 年４月 1日～平成 21 年３月 31 日） 
 

２１年３月期の個別業績予想については、５月下旬を目処に開示する予定です。 

 
(注)４ページ「③次期の見通し」をご覧ください。 
 
 

 

※本資料における予想、見通し、計画等は、現時点における事業環境に基づくものであり、今後の事業環境

の変化により実際の業績が異なる可能性があります。 
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１．経営成績 

 

（１）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

当期（２００８年３月期）は、米国におけるサブプライムローン問題や原油高などの影響により、経済成

長の減速が鮮明になりました。この影響を国内経済は受けております。金融機関におけるサブプライムロー

ンによる損失の発生、ドル安を背景とした円高による輸出企業の業績悪化懸念、材料高騰や株安などにより

かげりが見えはじめています。その一方で、新興諸国は高い経済成長を続けており、欧州も堅調といえます。 

ＯＫＩグループの事業領域におきましては、金融市場は、中国向けＡＴＭの拡大、国内金融システム事業

の売上が増加しました。通信市場は、キャリアにおいて一部ＮＧＮサービスが開始されたものの、各社の固

定網系設備への投資抑制は依然継続しております。半導体市場は、グローバルな競争環境は厳しさを増して

います。プリンタ市場は、市場全体は依然成長を続けているものの、急拡大していたカラー・ノンインパク

トプリンタには一部成長の鈍化が見られます。 

この結果、当期の外部顧客向け連結売上高は前期比０．１％増の７，１９７億円となりました。連結営業

損益は、プリンタ事業におけるカラーＮＩＰの採算性良化に加え、事業構造変革の短期施策を着実に実行し

たことから、前期の５４億円の損失から１１６億円良化し６２億円の利益に、また連結経常損失は１２８億

円から８９億円良化し３９億円となりました。連結当期純損益は、前期は繰延税金資産の取り崩しの影響も

あり３６４億円の損失でしたが、当期は３７０億円良化し６億円の利益となりました。 

 

② 主な事業セグメント別の状況 

情報通信システムセグメント 

金融システム事業では、中国市場向けのＡＴＭ出荷台数が前年比４倍以上に拡大したことに加え、国内Ａ

ＴＭ市場もリプレースを中心に回復傾向、さらに郵政向け売上の増加もあり増収となりました。また、情報

システム事業では、法人向け各種システムの売上が増加しました。一方、通信システム事業では、各通信キ

ャリアの固定網系設備への投資抑制が継続したことに加え、「事業の選択と集中の加速」を行い、収益力の低

い事業を収束したことなどにより、前期比減収となりました。ＮＧＮの本格展開による業績への貢献は、当

初予測より遅れ、２００８年度後半以降と見ています。  

この結果、外部顧客向け連結売上高は、前期比１．８％増の３，５９０億円となりました。営業損失は通

信システムの売上減少による減益が大きく、前期の１５億円から２億円悪化し１７億円となりました。 

 

半導体セグメント 

半導体事業では、ロジックの売上が減少しました。中小型パネル用ＬＳＩが商品ライフサイクルの影響で、

また中国向けＰＨＳ用ベースバンドＬＳＩは需要減少により減収となりました。加えて、低採算のシステム

ＬＳＩについては、商品開発の絞込みを行った結果売上は減少しました。一方で、アミューズメント市場向

けＰ２ＲＯＭや、高耐圧プロセスなどの差別化技術を活かしたファンダリ事業は順調に推移しました。 

この結果、外部顧客向け連結売上高は、前期比５．０％減の１，３８２億円となりました。営業利益は、

低採算の商品絞込みや固定費及び変動原価の低減などにより、前期の７億円から３１億円良化し、３８億円

となりました。 
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プリンタセグメント 

プリンタ事業では、オフィス向けカラー・ノンインパクトプリンタの中上位機種へのシフトを積極的に行

ったことにより、採算性の低いローエンド機の出荷台数は減少いたしました。一方で、消耗品の売上高は増

加しました。これにより、プリンタ事業の収益は大幅に改善されました。為替影響については、特にユーロ

に対して円安基調であったことから、売上、利益とも良化しました 

これらの結果、外部顧客向け連結売上高は、前期比０．７％減の１，８５８億円となりました。営業利益

は、前期の１７億円から６９億円良化し８６億円となりました。 

 

③ 次期の見通し 

次期の業績については昨年１０月、事業構造変革の主要施策をとりまとめた中期経営計画において、連結

営業利益１２０億円を目標としております。 

５月を目処に、事業構造変革の主要施策の具体化と合わせて、次期見通しを開示する予定です。 

 

（２）財政状態に関する分析 

① 資産、負債、純資産及びキャッシュ･フローの状況に関する分析 

総資産は前期末に対して５７６億円減少の５，７０８億円となりました。一方、自己資本は前期末に対し

て１４８億減少の９４６億円となり、自己資本比率は１６．６％となりました。 

増減の主なものは、資産は、流動資産でたな卸資産が２８７億円減少しており、固定資産では有形固定資

産が３９億円、投資有価証券が２１４億円それぞれ減少しております。 

負債は前期末に対して４３０億円減少しておりますが、その主な要因は、有利子負債が前期末２，８４８

億円に対して２，６７４億円と１７４億円減少したことであり、そのほか支払手形及び買掛金が１４５億円、

退職給付引当金が５０億円それぞれ減少しております。 

 

当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純損益が改善したことに加え、たな卸資

産の減少により運転資金が改善し、前期の１６１億円の収入に対し２６４億円良化して、４２５億円の収入

となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、有形固定資産の売却による収入が増加したことによ

り前期の３４９億円の支出に対し１２０億円良化して、２２９億円の支出となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローをあわせたフリー・キャッシュ・

フローは、前期の１８８億円の支出に対し３８５億円良化し１９７億円の収入となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還や長期借入金の約定返済などにより、１９４億円の支

出となりました。 

現金及び現金同等物の期末残高は、前期末と変わらず４９８億円となりました。 
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② キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期

自己資本比率（％） １８．１ ２０．５ ２１．６ １７．４ １６．６ 

時価ベースの自己資本比率（％） ４９．５ ４５．５ ３７．２ ２４．７ ２３．０ 

キャッシュ･フロー対有利子負債比率 ６．４ ５．７ ７．３ ７．８ ５．９ 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ４．９ ５．６ ５．０ ５．２ ６．５ 

（注）１．計算式 

・自己資本比率：自己資本/総資産 

・時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 

・キャッシュ･フロー対有利子負債比率：有利子負債/営業キャッシュ･フロー 

・インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー/利払い 

２．算出に利用した数値のベース 

・株式時価総額：自己株式を除く発行済株式数 

・営業キャッシュ・フロー：連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」 

(過去５年の平均値) 

・利払い：連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」 (過去５年の平均値) 

・有利子負債：連結貸借対照表上の計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期･次期の配当 

当社は、常にＯＫＩグループの企業価値を向上させるために財務体質の強化と内部留保の確保を行うとと

もに、中長期に亘り株式を保有していただけるよう株主利益の増大に努めることを経営の最重要課題として

おります。 

内部留保については、将来の成長に不可欠な研究開発や設備への投資に充当し、企業体質の強化・経営基

盤の強化を図ります。また、株主のみなさまに対しては安定的な利益還元を継続することを最重視し、業績

も勘案した上で配当金額を決めてまいります。 

なお当期におきましては、利益配分のための収益が十分ではなかったため、期末配当は見送りとさせてい

ただきます。 

 

（４）事業等のリスク 

ＯＫＩグループの事業その他に関するリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項は以下の通りです。これらのリスク発生の可能性を認識し、その発生の回避を図るとともに、発生した

場合の影響の最小化に取り組んでまいります。 

 

①政治経済の動向 

ＯＫＩグループの製品に対する需要は、ＯＫＩグループが製品を販売している国または地域の政治経済状

況の影響を受けます。すなわち、日本、北米、欧州、アジアを含むＯＫＩグループの主要市場における景気

後退及びそれに伴う需要の縮小、外国製品に対する輸出入政策の変更等は、ＯＫＩグループの業績と財務状

況に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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②急激な技術革新 

ＯＫＩグループの事業領域である情報通信システム、半導体及びプリンタ事業は、技術革新のスピードが

著しい領域です。ＯＫＩグループは競争優位性を維持すべく新技術、新製品の開発に努めていますが、将来

において、急激な技術革新に新技術、新製品の開発が追随できず、かつ、現有技術が陳腐化し、顧客に受け

入れられる製品、サービスを提供できない場合、ＯＫＩグループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性

があります。 

 

③市場の動向 

(1) ＯＫＩグループが属している各製品市場と地域市場においては、新規参入等の要因もあり厳しい競争が

日常化しています。ＯＫＩグループはこの厳しい競争を克服すべき新商品開発やコスト削減等に最善の努

力を傾けていますが、将来において商品開発やコストダウン等の施策が有効に機能せず、シェアの維持や

収益性の確保が十分にできない場合、ＯＫＩグループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

(2) 金融機関が金融行政の変化や業績の悪化等の要因により投資動向を変更した場合、通信キャリアが通信

行政の変化や事業戦略の変更等の要因で投資動向を変更した場合、国または地方自治体の政策等の要因で

公共投資が大きく減少した場合、情報通信システム事業の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(3) ＯＫＩグループが属する半導体市場は市況が大きく変動する特性があります。ＯＫＩグループは市況変

動の影響を受けにくい事業構造の構築を進めていますが、想定を超える需要の減退や価格下落があった場

合は半導体事業の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(4) ＯＫＩグループが属するプリンタ市場では、カラープリンタを中心に激しい価格競争がなされています。

ＯＫＩグループは新製品開発やコストダウンにより、シェア拡大と収益性の確保に努めていますが、想定

を超える価格下落の進行はプリンタ事業の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

④原材料、部品の調達 

ＯＫＩグループは生産活動のために多種多様な原材料、部品等を調達していますが、それらの安定的な調

達及びその特殊性から仕入先または調達部品の切替えができない可能性があります。そのような場合、製品

の出荷が遅れ、取引先への納入遅延や機会損失等が発生し、ＯＫＩグループの業績と財務状況に悪影響を及

ぼす可能性があります。 

また、ＯＫＩグループは生産活動のため石油や金属などの原材料を直接あるいは間接的に必要としていま

すが、これらの原材料価格の高騰はＯＫＩグループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑤製品の欠陥、納期遅延 

ＯＫＩグループが提供する製品及びサービスについて、品質管理の徹底に努めていますが、欠陥が生じる

可能性は排除できません。この場合、欠陥に起因し顧客がこうむった損害の賠償責任が発生する可能性があ

ります。また、欠陥問題によりＯＫＩグループの評価が低下したことによりＯＫＩグループの製品、サービ

スに対する需要低迷の可能性があります。いずれの場合もＯＫＩグループの業績と財務状況に悪影響を及ぼ

す可能性があります。 

また、ＯＫＩグループが提供する製品及びサービスについて、納期管理の徹底に努めていますが、資材調

達、生産管理、設計などにおける予期せぬ要因で納期遅延が生じる可能性は排除できません。この場合、納

期遅延に起因し顧客がこうむった損害の賠償責任が発生する可能性があります。 
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⑥戦略的アライアンスの成否 

ＯＫＩグループは、研究開発、製造、販売等あらゆる分野において他社とのアライアンスを積極的に推進

していますが、経営戦略、製品・技術開発、資金調達等について相手先との協力関係が維持できない場合や、

十分な成果が得られない可能性があります。その場合、ＯＫＩグループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす

可能性があります。 

 

⑦海外における事業活動 

ＯＫＩグループはさまざまな国と地域において販売活動を行っていますが、カントリーリスクや為替変動

リスクなど海外事業特有のリスクが存在します。ＯＫＩグループは細心の注意を払いリスクの最小化を努め

ています。特に、為替変動に対しては為替先物予約や通貨スワップ等により短期的リスクの最小化に努めて

います。しかしながら、米ドルやユーロに対する急激な円高はＯＫＩグループの業績と財務状況に悪影響を

及ぼす可能性があります。 

また、ＯＫＩグループはタイ及び中国に生産拠点を有しますが、これらの国において政治経済状況の悪化、

現地通貨価値の変動等、予期せぬ事象が発生した場合、ＯＫＩグループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす

可能性があります。 

 

⑧特許権等の知的財産権 

ＯＫＩグループは、グループにて保有する特許の保護、他社との差別化のための特許の獲得に努めていま

すが、これらが十分に行えない場合、関連する事業に悪影響を及ぼす可能性があります。また、ＯＫＩグル

ープは製品の開発・生産に必要な第三者の特許の使用許諾権の確保に努めていますが、将来、必要な許諾権

が受けられない可能性や不利な条件での使用を余儀なくされる可能性があります。いずれの場合もＯＫＩグ

ループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

また、ＯＫＩグループは第三者の知的財産の尊重に努めていますが、訴訟を提起される可能性を完全に排

除できる保証はありません。訴訟が提起された場合の訴訟費用の増加、敗訴した場合の損害賠償等によりＯ

ＫＩグループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑨法令及び公的規制の遵守 

ＯＫＩグループは事業展開する各国において、事業・投資の許可、国家安全保障またはその他の理由によ

る輸出制限、関税をはじめとするその他の輸出入規制等、様々な政府規制の適用を受けています。また、通

商、独占禁止、特許、租税、為替管制、環境・リサイクル関連の法規制の適用も受けています。これらの規

制を遵守できなかった場合、あるいは想定外の変更があった場合、ＯＫＩグループの活動が制限される可能

性があります。従って、これらの規制はＯＫＩグループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

 

⑩災害等による影響 

ＯＫＩグループは事故あるいは災害等に起因する製造ラインの中断によるマイナス影響を最小化するため、

定期的な事故、災害防止検査と設備点検を行っています。しかし、生産施設で発生する事故、災害等による

悪影響を完全に防止できる保証はありません。特に、ＯＫＩグループの半導体事業の生産拠点（東京都八王

子市、宮崎県、宮城県、タイ）における地震、風水害、停電等による製造ラインの中断、さらには販売活動

を行っている国々で発生した各種災害による経済活動に対する大きな影響は、ＯＫＩグループの業績と財務

状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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⑪情報管理 

ＯＫＩグループの社内システムについて情報漏洩対策やウィルス防御システムの導入など施していますが、

人的ミスや新種のウィルス等に起因する情報漏洩やシステムダウンを完全に防御できる保証はありません。

こうした事象が発生した場合、追加的に損失が発生する可能性があります。 

 

⑫人材の確保及び育成 

ＯＫＩグループが安定収益企業としてさらなる成長を目指すために、優秀な人材を確保及び育成する必要

があります。従って、ＯＫＩグループは優秀な人材を確保するため、新卒、キャリア採用問わず積極的に新

規採用を行い、また、優秀な人材を育成するため、職場ＯＪＴや研修等様々な支援活動を行っていますが、

優秀な人材が確保及び育成できなかった場合或いは優秀な人材が大量離職した場合、ＯＫＩグループの今後

の成長に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑬金利変動 

ＯＫＩグループの有利子負債には、金利変動の影響を受けるものが存在します。ＯＫＩグループはその影

響を回避するために金利スワップ取引を行う等様々な対策を講じていますが、金利上昇による金利負担の増

加や、将来の資金調達コストの上昇による運転資金の調達に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑭会計制度の変更 

ＯＫＩグループは、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表及び財務諸表を

作成していますが、会計基準等の設定や変更により、従来の会計方針を変更した場合に、ＯＫＩグループの

業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑮債権回収 

ＯＫＩグループは、顧客の財政状態を継続的に評価し、貸借対照日後に発生すると予想される債権回収不

能額を見積もり適正に引当金を計上していますが、顧客の財政状態が急激に悪化した場合には、ＯＫＩグル

ープの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑯固定資産の減損 

 ＯＫＩグループの所有する有形固定資産、無形固定資産、投資その他の資産及びファイナンス・リースに

より賃借している資産について減損処理が必要となった場合には、ＯＫＩグループの業績と財務状況に悪影

響を及ぼす可能性があります。 

 

⑰繰延税金資産 

ＯＫＩグループは、繰延税金資産について繰越欠損金及びその他の一時差異に対して適正な金額を計上し

ていますが、将来の業績変動により課税所得が減少し、繰越欠損金及びその他の一時差異が計画通り解消で

きなかった場合の繰延税金資産の取崩しは、ＯＫＩグループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑱退職給付債務 

ＯＫＩグループは、退職給付債務について数理計算上で設定される割引率等の前提条件に基づき適正な金

額を計算していますが、この前提条件が大きく変化した場合における退職給付債務の増加は、ＯＫＩグルー

プの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況 

ＯＫＩグループにおける、ＯＫＩ（親会社）及び関係会社の取引関係を図示すると、概ね次のとおりとな

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・長野OKI 
・OKI Electric Industry (Shenzhen) 

       等 

・OKIウィンテック 
・OKIカスタマアドテック 
・OKIソフトウェア 
・OKI通信システム 
・OKIネットワークインテグ 
レーション㈱ 

       等 

顧
客 

・OKIプリンテッドサーキット 
・OKIロジスティクス 
・OKIデベロップメント   
                 等 

＜製造・販売会社＞ 

＜設計開発・ソフト・サービス会社＞ 

(半導体事業) 

・宮崎OKI 
・宮城OKI 
・OKI (Thailand)  

等 

・OKI環境テクノロジー 
             等 

・OKIデバイス 
・OKI America 
・OKI Semiconductor Singapore 
・OKI Semiconductor Taiwan 
                   等 

＜製造・販売会社＞ 

＜設計開発・ソフト・サービス会社＞ 

＜販売会社＞ 

(プリンタ事業) 

・OKI Data Americas 
・OKI Europe  
                   等 

・OKIデータ 

・OKI Data Manufacturing (Thailand)  
・OKI Electric Industry (Shenzhen) 
                等 

＜製造・販売会社＞ 

＜販売会社＞

Ｏ
Ｋ
Ｉ

(その他事業) 

・OKIデータシステムズ 
             等 

＜設計開発・ソフト・サービス会社＞ 

(情報通信システム事業)
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３．経営方針 

 

（１）会社の経営の基本方針 

ＯＫＩグループは、時間と空間の制約、国・地域や文化の違いを超え、あらゆる社会活動が「個」を中心

に公平で安全かつ確実に行われるネットワーク社会を、「ｅ社会Ⓡ」と定義しています。「ｅ社会」においては、

ブロードバンドＩＰネットワークの普及や音声・映像・データの融合の進展に伴い、利用者がさまざまな情

報、コンテンツやサービスに自由にアクセスし、望む形に個別化して手元で使うことができる「ユビキタス

サービス」が広がります。 

ＯＫＩグループは、この「ｅ社会」の実現に向けさまざまな問題を解決することを基本的な思想とする「ネ

ットワークソリューションのＯＫＩ」を企業ビジョンとして定め、グローバルな競争環境において持続的な

成長が図れるよう、グループの強みを生かせる領域に経営資源を集中し、スピードある行動をとることを経

営の基本としています。 

「ｅ社会」の実現を通して社会に貢献するとともに、収益と成長そしてスピードを重視した経営を行うこ

とによって企業価値の増大に努め、すべてのステークホルダーのみなさまに貢献してまいります。 

 

（２）中長期的な会社の経営戦略と目標とする経営指標 

ＯＫＩグループでは、ユビキタスサービスが急速に広がるなか、「ｅ社会」のキープレーヤーとなることを

目指します。このため、注力分野への経営資源の集中を加速し、「強い商品」をベースとした「強い事業」を

生み出すことによって、収益の拡大と安定収益企業としての成長を目指します。目標としましては、２０１０

年度において連結売上高８，０００億円以上、営業利益２７０億円以上を掲げております。 

事業セグメント別の経営戦略は以下の通りです。 

 

① 情報通信システムセグメント 

情報通信システムセグメントでは、ユビキタスサービスの提供に不可欠な次世代ネットワーク「ＮＧＮ」

時代に対応し、情報通信技術を核にメカトロを強みとした事業展開に注力いたします。 

通信市場に向けては、通信キャリアのＮＧＮサービスの本格化に対応した新商品の創出力を強化し事業の

拡大を図ってまいります。またキャリア事業と企業ネットワーク事業を同じビジネスグループに統合するこ

とで、サービスの核となる強い情報通信融合インフラ・プラットフォームを提供してまいります。これを核

として、金融市場、情報システム市場に業種・業務対応の「ユビキタスサービス」を提供してまいります。

金融機関、官公庁・地方自治体、一般企業などは、ＮＧＮを利用した新しいサービスの展開が加速されると

予測しております。 

金融市場に向けては、ＯＫＩグループの持つメカトロ技術と金融業務ノウハウをコンピタンスとし、国内

外に事業を拡大してまいりますとともにＡＴＭを中心として海外展開も加速いたします。また官公庁･地方自

治体や一般企業に向けては、情報通信融合、メカトロを軸に、市場へのアクセス力の強い事業体質への転換

を図ります。発券機等のメカトロシステム、中小型のキーテレフォンシステム等は積極的に海外事業展開を

図ります。 

 

 

② 半導体セグメント 

半導体セグメントにおいては、「パーソナル・モバイル分野」への経営資源の集中と、事業特性に応じて自

社ファブとアウトソーシングとを自由に活用する「ファブフリー」事業モデルの構築などの構造改革を進め、

安定収益構造の実現に力を入れてまいりました。 
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今後は、現在の半導体単独のビジネスから脱却し、ＯＫＩグループ保有技術とのシナジー効果により、エ

レクトロニック機能モジュール（ＥＦＭ）を創出・拡大する「ＥＦＭ事業」への転換を目指します。また、

大型ＴＦＴドライバ事業の収益力強化を図るとともに、差別化技術／特定用途向けＬＳＩに注力いたします。

アライアンス、パートナーシップ等を常に効果的に活用するとともに、コスト低減に努力し、より強固な事

業基盤を構築します。 

 

③ プリンタセグメント 

プリンタセグメントにおいては、レーザ方式に対してサイズ、スピード、分解能で圧倒的な優位性を持つ

ＬＥＤ光源方式を活用したモノクロ、カラーページプリンタ及び複合機に今後とも注力します。グローバル

市場で今後ますます重要になるＳＭＢ（Small and Medium Business）市場に注力した事業展開を今後とも積

極的に進めます。またオフィスでのフルラインプリンタサプライヤーとして、ローエンドからミドル・ハイ

エンドまでのプリンタ並びに複合機のバランスの良い商品機種ミックス販売を実現し、収益拡大を図ります。

商品開発では、激化する価格競争に勝ち残るため、開発上流から競争力のあるコストの作りこみを可能にし、

かつ市場変化に迅速に対応する短納期開発を目指したシミュレーションを大きく取り入れた 1 スピン開発プ

ロセスを定着させます。その結果プリンタ商品の優位性をより高め、市場でのＯＫＩブランドを強固にして

参ります。また、欧米に加え、日本、中国、東南アジア及び南米等の新興市場へ積極展開します。 

シリアル・インパクト・プリンタ事業においては、さらなるコストダウンを進めるとともに、ローエンド

機の投入で新興市場へ積極的に展開し、安定的な収益の拡大を目指します。 

 

（３）会社の対処すべき課題 

ＯＫＩグループを取り巻く事業環境が、グローバル化の加速、国内市場の飽和、お客様の投資効率化の追

求の加速が常態化するなど想定以上に速く大きく変化し続ける中、強固な競争力の再構築をする必要があり

ます。その目的を実現するために、昨年度策定いたしました「事業構造の変革」の中長期策を今後も確実に

推進してまいります。その３つの方針をここに再確認させていただきます。 

 

① 事業の選択と集中の加速 

注力事業領域を再度明確に定義しなおし、その中での注力事業へのリソースシフトを加速します。収益力

の低い事業は収束・分社化・売却を検討する一方で、成長が期待できる事業は新カンパニーを設立するなど、

機動力のある事業展開を加速します。すでに、新たに４つのカンパニー、ベンチャーカンパニーを設立し、

新規注力領域に対応する体制を整えました。 

 

② より効率的なマネジメントスタイルへの変革 

経営効率向上のため、グループ全体の経営体制を検討します。関連企業を含めた事業再編を行うとともに、

新規事業創出のための社内ベンチャーを加速します。あわせて、事業実行のスピードの加速と柔軟性を向上

させるため、企画間接部門を削減し、営業、ＳＥ、設計開発、製造などの現業部門に人員をシフトします。 

 

③「強い商品」をベースとした「強い事業」の展開 

ＯＫＩグループのリソース（人、モノ、事業、技術、商品等）を再点検し、有効なリソース活用を前提に、

それらを「融合」「統合」「すり合せ」すること、及びグローバルパートナーとのアライアンス等により、差

別化された競争力を再構築します。 

 

以 上 
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４.連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

資産の部                                                                  （単位：百万円） 

                 期    別 

科    目 

前 期 

（平成19年３月） 

当 期 

（平成20年３月） 
比 較 増 減 

（資産の部） 

Ⅰ流  動  資  産 

 

 

現 金 及 び 預 金 ４５，９９５ ４６，３７９ ３８４ 

受取手形及び売掛金 １６４，７９４ １６６，９１６ ２，１２２ 

た な 卸 資 産 １６７，５１３ １３８，８５３ △ ２８，６６０ 

繰 延 税 金 資 産 － ７，５０４ ７，５０４ 

そ の 他 の 流 動 資 産 ２８，７６２ １６，２６５ △ １２，４９７ 

貸 倒 引 当 金 △  １，９０４ △  １，５８５ ３１９ 

流 動 資 産 合 計 ４０５，１６１ ３７４，３３４ △ ３０，８２７ 

Ⅱ固  定  資  産  

  有形固定資産  

建 物 及 び 構 築 物 ４２，２２８ ４６，９２０ ４，６９２ 

機械装置及び運搬具 ４７，９５５ ４０，９９３ △  ６，９６２ 

工 具 器 具 備 品 ２２，９１４ ２１，７４８ △  １，１６６ 

土 地 １５，７６０ １５，７８８ ２８ 

建 設 仮 勘 定 ８３７ ３３７ △    ５００ 

有 形 固 定 資 産 合 計 １２９，６９６ １２５，７８８ △  ３，９０８ 

  無形固定資産 １７，５９３ １５，８０４ △  １，７８９ 

  投資その他の資産  

投 資 有 価 証 券 ５４，４８４ ３３，０５６ △ ２１，４２８ 

長 期 貸 付 金 ３，２２０ １，７７６ △  １，４４４ 

その他の投資その他の資産 ２０，９５５ ２３，１１５   ２，１６０ 

貸 倒 引 当 金 △  ２，７１２ △  ３，０５５ △    ３４３ 

投資その他の資産合計 ７５，９４７ ５４，８９２ △ ２１，０５５ 

固 定 資 産 合 計 ２２３，２３７ １９６，４８５ △ ２６，７５２ 

  

資 産 合 計 ６２８，３９８ ５７０，８１９ △ ５７，５７９ 
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負債、純資産の部                                       （単位：百万円） 

                期     別  

科     目 

前 期 

（平成19年３月） 

当 期 

（平成20年３月） 
比 較 増 減 

（負債の部） 

Ⅰ流  動  負  債 

 

支払手形及び買掛金 １０１，３５８ ８６，８９８ △ １４，４６０ 

短 期 借 入 金 １２５，８０９ １３２，７３４ ６，９２５ 

未 払 費 用 ４７，３３９ ４６，１８６ △  １，１５３ 

そ の 他 の 流 動 負 債 ４４，４８９ ４５，３６１ ８７２ 

流 動 負 債 合 計 ３１８，９９６ ３１１，１８０ △  ７，８１６ 

Ⅱ固  定  負  債  

社 債 ３２，０００ １２，０００ △ ２０，０００ 

長 期 借 入 金 １１０，５３０ １０２，６４６ △  ７，８８４ 

退 職 給 付 引 当 金 ４５，２１８ ４０，２１６ △  ５，００２ 

役員退職慰労引当金 ４４０ ６７１ ２３１ 

そ の 他 の 固 定 負 債 ５，２３９ ２，７２７ △  ２，５１２ 

固 定 負 債 合 計 １９３，４２８ １５８，２６２ △ ３５，１６６ 

負  債  合  計 ５１２，４２５ ４６９，４４３ △ ４２，９８２ 

  

（純資産の部） 

Ⅰ株 主 資 本 

 

資 本 金 ７６，９４０ ７６，９４０ ― 

資  本  剰  余  金 ４６，７４４ ４６，７４４ ― 

利  益  剰  余  金 △ ２２，３７５ △ ２０，９９１ １，３８４ 

自 己 株 式 △    ３２０ △    ３４４ △     ２４ 

株 主 資 本 合 計 １００，９８９ １０２，３４８ １，３５９ 

Ⅱ評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金 １４，３７７ ６９５ △ １３，６８２ 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △    ３６８ △    ２７１ ９７ 

為 替 換 算 調 整 勘 定 △  ５，５９５ △  ８，１３２ △  ２，５３７ 

評価・換算差額等合計 ８，４１２ △  ７，７０８ △ １６，１２０ 

Ⅲ新 株 予 約 権 ３２ ７９ ４７ 

Ⅳ少 数 株 主 持 分 ６，５３８ ６，６５６ １１８ 

純 資 産 合 計 １１５，９７３ １０１，３７６ △ １４，５９７ 

  

負 債 、 純 資 産 合 計 ６２８，３９８ ５７０，８１９ △ ５７，５７９ 
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（２）連結損益計算書 

                                                                            （単位：百万円） 

期      別 

 

科      目 

 

 

前      期 

自  平成18年４月

至  平成19年３月

 
当      期 

自  平成19年４月 

至  平成20年３月 

 

 
比 較 増 減 

   

Ⅰ売 上 高 ７１８，７６７ ７１９，６７７ ９１０

Ⅱ売 上 原 価 ５６０，８１７ ５５４，３４３ △  ６，４７４

売 上 総 利 益 １５７，９４９ １６５，３３４ ７，３８５

Ⅲ販売費及び一般管理費 １６３，３５９ １５９，１３４ △  ４，２２５

営 業 利 益 △  ５，４１０ ６，２００ １１，６１０

Ⅳ営 業 外 収 益  

受 取 利 息 ６５６ ５４４ △    １１２

受 取 配 当 金 ８４３ ８６９ ２６

雑 収 入 ９１２ ９７３ ６１

計 ２，４１２ ２，３８６ △     ２６

Ⅴ営 業 外 費 用  

支 払 利 息 ６，８２０ ６，９５３ １３３

為 替 差 損 ― ２，４８１ ２，４８１

雑 支 出 ２，９４４ ３，０３９ ９５

計 ９，７６４ １２，４７４ ２，７１０

経 常 利 益 △ １２，７６２ △  ３，８８７ ８，８７５

Ⅵ特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益 ２５８ ６，７８６ ６，５２８

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ３，３６２ ４，２３８ ８７６

退 職 給 付 信 託 設 定 益 ― ３，８２２ ３，８２２

過 年 度 特 許 料 戻 入 益 ― ４０１ ４０１

計 ３，６２１ １５，２４９ １１，６２８

Ⅶ特 別 損 失  

固 定 資 産 処 分 損 １，０４４ １，５６９ ５２５

投 資 有 価 証 券 等 評 価 損 ２，１３０ ― △  ２，１３０

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ６７０ ― △    ６７０

特 別 退 職 金 ８８４ １，３８０ ４９６

た な 卸 資 産 評 価 損 ― ３，４０７ ３，４０７

事 業 構 造 変 革 費 用 ２，３３５ ― △  ２，３３５

計 ７，０６５ ６，３５７ △    ７０８

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 △ １６，２０６ ５，００３ ２１，２０９

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 ２，１５２ ２，７８４ ６３２

法 人 税 等 調 整 額 １７，８１３ １，２８１ △ １６，５３２

少 数 株 主 利 益     ２７４ ３６９ ９５

当 期 純 利 益 △ ３６，４４６ ５６７ ３７，０１３
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（３）連結株主資本等変動計算書 

前期（自 平成18年４月 至 平成19年３月）                       （単位：百万円） 

株主資本  

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 
株 主 資 本

合 計

平成18年３月31日残高 67,882 37,801 16,580 △  280 121,984

当期中の変動額  

新株の発行 9,057 8,942  18,000

剰余金の配当 △ 1,834  △ 1,834

当期純損失 △ 36,446  △ 36,446

自己株式の取得 △   40 △    40

連結子会社の増加に伴う減少 △    23  △    23

持分法適用会社の増加に伴う
増加 

166  166

持分法適用会社の増加に伴う
減少 

△ 1,140  △ 1,140

海外子会社の年金会計に係る
未積立債務減少に伴う増加 

322  322

株主資本以外の項目の当期中
の変動額（純額） 

 

当期中の変動額合計 9,057 8,942 △ 38,955 △   40 △ 20,995

平成19年３月31日残高 76,940 46,744 △ 22,375 △  320 100,989

 
評価・換算差額等 

 

そ の 他 有 

価 証 券 評 

価 差 額 金 

繰 延

ヘ ッ ジ

損 益

為 替 換

算 調 整

勘 定

評価・換

算差額等

合 計

新 株 

予 約権 

少 数 株

主 持 分 

純 資 産

合 計

平成18年３月31日残高 19,113 － △ 7,210 11,902 － 6,335 140,223

当期中の変動額    

新株の発行    18,000

剰余金の配当    △ 1,834

当期純損失    △ 36,446

自己株式の取得    △     40

連結子会社の増加に伴う減少    △    23

持分法適用会社の増加に伴う
増加 

   166

持分法適用会社の増加に伴う
減少 

   △ 1,140

海外子会社の年金会計に係る
未積立債務減少に伴う増加 

   322

株主資本以外の項目の当期中
の変動額（純額） △ 4,735 △ 368 1,614 △ 3,489 32 202 △  3,254

当期中の変動額合計 △ 4,735 △ 368 1,614 △ 3,489 32 202 △ 24,250

平成19年３月31日残高 14,377 △ 368 △ 5,595 8,412 32 6,538 115,973

 



ＯＫＩ ６７０３  

平成20年３月期決算短信 連結 

- 16 -

  

当期（自 平成19年４月 至 平成20年３月）                       （単位：百万円） 

株主資本  

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 
株 主 資 本

合 計

平成19年３月31日残高 76,940 46,744 △ 22,375 △  320 100,989

当期中の変動額  

当期純利益 567  567

自己株式の取得 △   24 △   24

海外子会社の年金会計に係る
未積立債務減少に伴う増加 

816  816

株主資本以外の項目の当期中
の変動額（純額）  

当期中の変動額合計 － － 1,383 △   24 1,359

平成20年３月31日残高 76,940 46,744 △ 20,991 △  344 102,348

 
評価・換算差額等 

 

そ の 他 有 

価 証 券 評 

価 差 額 金 

繰 延

ヘ ッ ジ

損 益

為 替 換

算 調 整

勘 定

評価・換

算差額等

合 計

新 株 

予 約権 

少 数 株

主 持 分 

純 資 産

合 計

平成19年３月31日残高 14,377 △ 368 △ 5,595 8,412 32 6,538 115,973

当期中の変動額    

当期純利益    567

自己株式の取得    △  24

海外子会社の年金会計に係る
未積立債務減少に伴う増加 

   816

株主資本以外の項目の当期中
の変動額（純額） △13,681 97 △ 2,537 △16,121 46 117 △15,956

当期中の変動額合計 △13,681 97 △ 2,537 △16,121 46 117 △14,597

平成20年３月31日残高 695 △ 271 △ 8,132 △ 7,708 79 6,656 101,376
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 （４）連結キャッシュ･フロー計算書 

 （単位：百万円） 

期  別

科  目 

前  期   

自 平成18年4月

至 平成19年3月

当  期 

自 平成19月4月 

至 平成20年3月  

比 較 増 減 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー    

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 △  16,206 5,003 21,209 

減 価 償 却 費 34,957 34,743 △    214 

引 当 金 の 増 加 額 （ △ 減 少 額 ） 2,024 △   5,147 △   7,171 

退 職 給 付 信 託 設 定 額 ― 6,324 6,324 

退 職 給 付 信 託 設 定 益 ― △   3,822 △   3,822 

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △   1,500 △   1,413 87 

支 払 利 息 6,820 6,953 133 

投 資 有 価 証 券 等 評 価 損 2,130 － △   2,130 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 △   3,362 △   4,238 △    876 

固 定 資 産 処 分 損 1,044 1,569 525 

固 定 資 産 売 却 益 △    258 △   6,786 △   6,528 

売 上 債 権 の 増 加 額 △   7,379 △   6,914 465 

た な 卸 資 産 の 減 少 額 2,686 24,346 21,660 

未 収 金 の 減 少 額 ― 5,966 5,966 

仕 入 債 務 の 減 少 額 △    95 △  11,821 △  11,726 

未 払 費 用 の 増 加 額 ( △ 減 少 額 ) 2,340 △     506 △   2,846 

そ の 他 △    304 7,156 7,460 

  小    計 22,898 51,412 28,514 

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 1,554 1,461 △    93 

利 息 の 支 払 額 △   6,993 △   7,084 △    91 

法 人 税 等 の 支 払 額 △   1,353 △   3,245 △   1,892 

営業活動によるキャッシュ･フロー 16,105 42,543 26,438 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー    

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △  26,729 △  25,401 1,328 

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 646 9,185 8,539 

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △   7,152 △   4,692 2,460 

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △   1,831 △   6,757 △   4,926 

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 4,833 7,280 2,447 

事 業 の 譲 受 け に よ る 支 出 △    455 △    89 366 

そ の 他 △   4,211 △   2,401 1,810 

投資活動によるキャッシュ･フロー 

  （Ⅰ＋Ⅱ  フリー・キャッシュ・フロー） 

△   34,900 

（△   18,795）

△  22,876 

（   19,667） 

12,024 

（   38,462）

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー    

短 期 借 入 金 の 純 増 加 額 8,765 2,101 △   6,664 

コマーシャル・ペーパーの純増加額（△純減少額） 7,000 △   7,000 △  14,000 

長 期 借 入 れ に よ る 収 入 39,648 31,394 △   8,254 

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △  36,826 △  37,802 △    976 

社 債 の 発 行 に よ る 収 入 29,988 － △  29,988 

社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △  20,000 △   9,500 10,500 

配 当 金 の 支 払 額 △   1,817 － 1,817 

そ の 他 1,371 1,404 33 

財務活動によるキャッシュ･フロー 28,130 △  19,401 △  47,531 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 947 △   1,377 △   2,324 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額） 10,283 △   1,111 △  11,394 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 38,419 49,800 11,381 

Ⅶ 連結子会社の増加に伴う現金及び現金同等物の増加額 1,090 1,316 226 

Ⅷ 連結子会社の減少に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △    158 △    158 

Ⅸ 連結子会社による非連結子会社の合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 7 － △     7 

Ⅹ 現金及び現金同等物の期末残高 49,800 49,846 46 
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

項  目 

前    期 

自 平成18年４月 

至 平成19年３月 

当    期 

自 平成19年４月 

至 平成20年３月 

(1)連結の範囲に

関する事項 

 子会社126社のうち89社が連結の範囲

に含められている。残りの（株）アダチ

プロテクノ他36社の総資産、利益剰余金

等、売上高及び当期純損益は個々にみて

もまた全体としても小規模であり重要

でないので連結の範囲に含められてい

ない。 

 なお、OKI SEMICONDCTOR KOREA CO., 

LTD.、OKI SYSTEMS KOREA CO., LTD.、

台湾沖明系統股ｲ分有限公司、日冲信息

（大連）有限公司は、子会社の相対的重

要性の増加により、また、OKI SYSTEMS 

(HONG KONG) PTE. LTD.、日沖商業（北

京）有限公司は、新規設立により当期か

ら連結の範囲に含めることとした。 

また、（株）沖テクノクリエーション

は、合併により消滅したため連結の範囲

から消滅した。 

  

 子会社125社のうち99社が連結の範囲

に含められている。残りの（株）アダチ

プロテクノ他25社の総資産、利益剰余金

等、売上高及び当期純損益は個々にみて

もまた全体としても小規模であり重要

でないので連結の範囲に含められてい

ない。 

 なお、（株）沖関西サービス、（株）

沖関東サービス、（株）沖北関東サービ

ス、（株）沖九州サービス、（株）沖サ

プライセンタ、（株）沖四国サービス、

（株）沖中国サービス、（株）沖中部サ

ービス、沖デベロップメント（株）、（株）

沖東北サービス及び（株）沖北海道サー

ビスは、子会社の相対的重要性の増加に

より当期から持分法の適用範囲から外

し、連結の範囲に含めることとした。 

 また、WIPRO TECHNO CENTRE 

(SINGAPORE) PTE. LTD.は、保有株式の

一部売却により関連会社となったため、

当期から連結の範囲から外し、持分法の

適用範囲に含めることとした。 

 

(2)持分法の適用

に関する事項 

非連結子会社37社及び関連会社24社

のうち非連結子会社11社及び関連会社

２社に対する投資について持分法を適

用している。 

 適用外の非連結子会社（株）アダチプ

ロテクノ他25社及び関連会社（株）アル

プ他21社は、それぞれ当期純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がない。 

なお、（株）沖関西サービス、（株）

沖関東サービス、（株）沖北関東サービ

ス、（株）沖九州サービス、（株）沖サ

プライセンタ、（株）沖四国サービス、

（株）沖中国サービス、（株）沖中部サ

ービス、沖デベロップメント（株）、（株）

沖東北サービス、（株）沖北海道サービ

スは、関係会社の相対的重要性の増加に

より持分法の範囲に含めることとした。

非連結子会社26社及び関連会社24社

のうち３社に対する投資について持分

法を適用している。 

 適用外の非連結子会社（株）アダチプ

ロテクノ他25社及び関連会社（株）アル

プ他20社は、それぞれ当期純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がない。 

 なお、WIPRO TECHNO CENTRE 

(SINGAPORE) PTE. LTD.は、保有株式の

一部売却により関連会社となったため、

当期から連結の範囲から外し、持分法の

適用範囲に含めることとした。 

 また、（株）沖関西サービス、（株）

沖関東サービス、（株）沖北関東サービ

ス、（株）沖九州サービス、（株）沖サ

プライセンタ、（株）沖四国サービス、

（株）沖中国サービス、（株）沖中部サ

ービス、沖デベロップメント（株）、（株）

沖東北サービス及び（株）沖北海道サー

ビスは、子会社の相対的重要性の増加に

より、当期から持分法の適用範囲から外

し、連結の範囲に含めることとした。 
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項  目 

前    期 

自 平成18年４月 

至 平成19年３月 

当    期 

自 平成19年４月 

至 平成20年３月 

(3)会計処理基準

に関する事項 

（ロ）重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

（ロ）重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ①有形固定資産 

…当社及び国内連結子会社は、主として

定率法を採用し、海外連結子会社は、主

として定額法を採用している。 

①有形固定資産 

…当社及び国内連結子会社は、主として

定率法を採用し、海外連結子会社は、主

として定額法を採用している。 

  （会計方針の変更） 

 一部の国内連結子会社は、法人税法の

改正に伴い、当期より、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却

の方法に変更している。 

 これにより、営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益はそれぞれ127

百万円減少している。 

 

  （追加情報） 

 一部の国内連結子会社は、法人税法の

改正に伴い、平成19年３月31日以前に取

得した資産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適用によ

り、取得価額の５％に到達した連結会計

年度の翌連結会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償却費に含

めて計上している。 

 この結果、従来の方法に比べ、営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期純利

益はそれぞれ165百万円減少している。

 

 

なお、上記「(1)連結の範囲に関する事項」、「(2)持分法の適用に関する事項」及び「(3)会計処理基準に

関する事項」のうち、「(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法」の「①有形固定資産」以外は、最近の

有価証券報告書（平成19年６月26日提出）における記載から重要な変更がないため、開示を省略します。 
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（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前  期 

自 平成 18 年４月 

至 平成 19 年３月 

当  期 

自 平成 19 年４月 

至 平成 20 年３月 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用している。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は、

109,771百万円である。 

なお、当期における連結貸借対照表の純資産の部

については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成している。 

 

（企業結合に係る会計基準） 

 当期より、企業結合に係る会計基準（「企業結合

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成15年10月31日））及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第10号 平成17年12月27

日）を適用している。 

 

（ストック・オプション等に関する会計基準） 

当期より、「ストック・オプション等に関する会

計基準」（企業会計基準第８号 平成 17 年 12 月 27

日）及び「ストック・オプション等に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 11 号 平

成 18 年５月 31 日）を適用している。これにより、

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が

32 百万円減少している。 

 

－ 



ＯＫＩ ６７０３  

平成20年３月期決算短信 連結 

- 21 -

  
（７）表示方法の変更 

前  期 

自 平成 18 年４月 

至 平成 19 年３月 

当  期 

自 平成 19 年４月 

至 平成 20 年３月 

（連結貸借対照表） 

１．前期において区分掲記していた流動資産の「繰

延税金資産」（当期 5,977 百万円）は、当期より

流動資産の「その他の流動資産」に含めて表示し

ている。 

 

（連結貸借対照表） 

１．当期より流動資産の「繰延税金資産」を区分掲

記している。なお、前期は流動資産の「その他の

流動資産」に 5,977 百万円含めて表示している。

 

２．前期において区分掲記していた投資その他の資

産の「長期繰延税金資産」（当期 153 百万円）は、

当期より投資その他の資産の「その他の投資その

他の資産」に含めて表示している。 

 

 

（連結損益計算書） 

１．前期において区分掲記していた「為替差益」（当

期 78 百万円）は、当期より「雑収入」に含めて

表示している。 

 

（連結損益計算書） 

１．前期において区分掲記していた「投資有価証券

等評価損」（当期 200 百万円）は、当期において

は「雑支出」に含めて表示している。 

 

２．当期に「投資有価証券等評価損」を区分掲記し

ている。なお、前期は「雑支出」に 73 百万円含

めて表示している。 

 

２．前期において区分掲記していた「貸倒引当金繰

入額」（当期 85 百万円）は、当期においては「雑

支出」に含めて表示している。 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当期より「投資有価証券等評価損」を区分掲記

している。なお、前期は営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に 73 百万円含めて表示し

ている。 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．前期において区分掲記していた「投資有価証券

等評価損」（当期 200 百万円）は、当期において

は営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示している。 

 

 ２．当期において「未収金の減少額」を区分掲記し

ている。なお、前期は営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に△2,039 百万円含めて

表示している。 

 

 ３．前期において区分掲記していた「配当金の支払

額」（当期△６百万円）は、当期においては財務

活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含

めて表示している。 
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 （８）連結財務諸表に関する注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前   期 

（平成19年３月） 

当   期 

（平成20年３月） 

有形固定資産減価償却累計額 有形固定資産減価償却累計額 

 510,985 百万円  514,171 百万円

 

（連結損益計算書関係） 

前  期 

自 平成 18 年４月 

至 平成 19 年３月 

当  期 

自 平成 19 年４月 

至 平成 20 年３月 

１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び

金額は、次のとおりである。 

１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び

金額は、次のとおりである。 

給料賃金  42,472 百万円 給料賃金  41,430 百万円 

退職給付費用 4,916  退職給付費用 4,664  

手数料 16,817  手数料 16,254  

研究開発費 21,305  研究開発費 18,231  

      

２ 一般管理費に含まれる研究開発費は 21,305 

百万円、当期製造費用には研究開発費は含ま 

れていない。 

２ 一般管理費に含まれる研究開発費は 18,231

百万円、当期製造費用には研究開発費は含ま

れていない。 

  

３ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりである。 ３  固定資産売却益の内訳は、次のとおりである。

 土地 141 百万円  土地 6,769 百万円 

 機械装置及び運搬具 95    その他 17  

 その他 21         計 6,786  

      計 258            

         

－ ４ たな卸資産評価損は、ＮＧＮ（次世代ネット

ワーク）サービスの開始などにより、一部既

存通信機器について、需要予測を超過する部

分が発生する見込であることから、保有する

たな卸資産の一部について評価損を計上する

ものである。 

  

５ 事業構造変革費用は、当社の通信ビジネスに

おける事業構造変革に伴い発生した損失であ

り、その内容は次のとおりである。 

－ 

 たな卸資産廃棄損等 1,434 百万円 

 長期前払費用評価損 901  

 計 2,335  

 

  

 

（開示の省略） 

上記に記載した項目以外の連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キ

ャッシュ・フロー計算書に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと

考えられるため開示を省略します。
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（セグメント情報） 

１.事業の種類別セグメント情報 

前期（自 平成18年４月  至 平成19年３月）                                      （単位：百万円） 

 情報通信ｼｽﾃﾑ 半導体 プリンタ その他 計 消去又は全社 連  結 

Ⅰ売上高及び営業損益   

売 上 高   

(1)外部顧客に対する売上高 352,728 145,512 187,083 33,442 718,767 － 718,767

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 

又は振替高 
2,739 3,736 4,824 29,566 40,866 ( 40,866) －

計 355,468 149,248 191,907 63,009 759,633 ( 40,866) 718,767

営業費用 357,008 148,504 190,157 59,980 755,650 ( 31,473) 724,177

  営業利益 △ 1,539 744 1,749 3,028 3,982 (  9,393) △ 5,410

Ⅱ資産、減価償却費及び 

資本的支出 
  

資産 240,450 148,885 135,245 37,176 561,757 66,640 628,398

減価償却費 7,532 16,553 7,291 1,384 32,761 2,196 34,957

資本的支出 10,603 20,115 8,604 2,525 41,848 1,881 43,730

  

当期（自 平成19年４月  至 平成20年３月）                                     （単位：百万円） 

 情報通信ｼｽﾃﾑ 半導体 プリンタ その他 計 消去又は全社 連  結 

Ⅰ売上高及び営業損益   

売 上 高   

(1)外部顧客に対する売上高 358,983 138,185 185,760 36,748 719,677 － 719,677
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 

又は振替高 
2,935 3,374 6,614 33,959 46,884 ( 46,884) －

計 361,919 141,559 192,375 70,707 766,562 ( 46,884) 719,677

営業費用 363,599 137,712 183,749 66,656 751,718 ( 38,241) 713,477

  営業利益 △ 1,680 3,847 8,625 4,051 14,843 (  8,643) 6,200

Ⅱ資産、減価償却費及び 

資本的支出 
  

資産 222,066 136,479 120,848 48,922 528,316 42,502 570,819

減価償却費 7,163 15,676 7,430 2,275 32,545 2,197 34,743

資本的支出 8,258 9,812 4,689 1,582 24,343 1,691 26,034

 

 

 

 

２.所在地別セグメント情報 

前期（自 平成18年４月  至 平成19年３月）                                     （単位：百万円） 

 日  本 北  米 欧  州 アジア 計 消去又は全社 連  結 

Ⅰ売上高及び営業損益   

売 上 高   

(1)外部顧客に対する売上高 503,882 65,330 104,940 44,612 718,767 － 718,767

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 131,867 419 2,170 102,035 236,492 (236,492) －

計 635,750 65,750 107,110 146,648 955,259 (236,492) 718,767

営業費用 632,137 65,958 105,091 145,920 949,108 (224,931) 724,177

  営業利益 3,612 △  208 2,019 727 6,151 ( 11,561) △ 5,410

Ⅱ資   産 542,988 30,747 60,951 53,266 687,953 ( 59,554) 628,398
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当期（自 平成19年４月  至 平成20年３月）                                     （単位：百万円） 

 日  本 北  米 欧  州 アジア 計 消去又は全社 連  結 

Ⅰ売上高及び営業損益   

売 上 高   

(1)外部顧客に対する売上高 511,204 59,176 104,726 44,569 719,677 － 719,677

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 115,705 296 1,946 104,083 222,032 ( 222,032) －

計 626,910 59,473 106,673 148,653 941,709 ( 222,032) 719,677

営業費用 616,518 61,503 102,953 146,984 927,960 ( 214,482) 713,477

  営業利益 10,391 △ 2,030 3,719 1,668 13,749 (  7,549) 6,200

Ⅱ資   産 497,840 24,065 55,079 47,995 624,981 ( 54,162) 570,819

 

 

３． 海外売上高 

前期（自 平成18年４月  至 平成19年３月）                                      （単位：百万円） 

  北        米 欧        州 その他の地域 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 62,131 100,602 97,218 259,952 

Ⅱ 連 結 売 上 高    718,767 

Ⅲ 連 結 売 上 高 に 占 め る 

海 外 売 上 高 の 割 合 

％ 

8.6 

％ 

14.0 

％ 

13.5 

％ 

36.2 

 

当期（自 平成19年４月  至 平成20年３月）                                     （単位：百万円） 

  北        米 欧        州 その他の地域 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 52,693 102,175 87,370 242,240 

Ⅱ 連 結 売 上 高    719,677 

Ⅲ 連 結 売 上 高 に 占 め る 

海 外 売 上 高 の 割 合 

％ 

7.3 

％ 

14．2 

％ 

12.1 

％ 

33.7 
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（税効果会計関係） 

前   期 

自 平成 18 年４月 

至 平成 19 年３月 

当   期 

自 平成 19 年４月 

至 平成 20 年３月 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な

原因別内訳は、次のとおりである。 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な

原因別内訳は、次のとおりである。 

  

 繰延税金資産 繰延税金資産  

  繰越欠損金 26,511 百万円 繰越欠損金 27,618 百万円

  退職給付引当金否認 15,189  退職給付引当金否認 18,916  

  未払賞与否認 5,176  未払賞与否認 5,700  

  貸倒引当金超過 1,911  たな卸資産評価損否認 3,002  

  たな卸資産評価損否認 1,811  減損損失否認 1,685  

  連結会社間内部利益消去 1,599  その他 5,170  

  その他 4,775  繰延税金資産小計 62,094  

 繰延税金資産小計 56,975  評価性引当額 △ 47,545

 評価性引当額 △ 43,498  繰延税金資産合計 14,548

 繰延税金資産合計 13,476    

   繰延税金負債  

 繰延税金負債   退職給付信託設定益否認 △ 1,567  

  その他有価証券 

評価差額金 
△  9,552

 その他有価証券 

評価差額金 
△   480

 

  その他 △    119  その他 △  102  

 繰延税金負債合計 △ 9,672  繰延税金負債合計 △ 2,149  

 繰延税金資産の純額 3,804  繰延税金資産の純額 12,398  

     

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等

の負担率との間の差異の主な内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等

の負担率との間の差異の主な内訳 

  

法定実効税率 41.0 ％  税金等調整前当期純損失が計上されているた

め、記載していない。 
（調 整）  

  
 

 繰延税金資産に係わる評価

性引当額の増加 80.9
 

  
 

 交際費等永久に損金に算入

されない項目 10.8
 

  
 

 受取配当金等永久に益金に

算入されない項目 △ 7.1
 

  
  

未実現損益に係る認識一時

差異の限度超過 △ 18.2
 

  
  

当社の法定実効税率と海外

連結子会社の税率差異 △ 9.3
 

     その他 △ 16.8  

  
 

税効果会計適用後の 

法人税等の負担率 81.3 ％ 
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（有価証券関係） 

前  期 

 

１．売買目的有価証券(平成19年３月) 

該当事項はない。 

 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成19年３月) 

該当事項はない。 

 

３． その他有価証券で時価のあるもの(平成 19 年３月) 

 
取得原価 

(百万円) 

連結貸借対照表

計上額 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）   

株式 12,434 36,333  23,898

その他 397 507  110

小計 12,832 36,841  24,008

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）   

株式 1,189 1,034 △ 154

   その他 102 101 △ 0

小計 1,291 1,136 △ 155

合計 14,123 37,977  23,853

（注）当期において、時価のある株式について56百万円の減損処理を行なっている。なお、当該株式の

減損処理にあたっては、当該株式発行会社の株価推移・業績推移等により、価格回復の可能性を総

合的に判断している。 

 

４．期中に売却したその他有価証券(自 平成 18 年４月 至 平成 19 年３月) 

売却額 

(百万円) 

売却益の合計額 

(百万円) 

売却損の合計額 

(百万円) 

4,393 3,313 －

 

５．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成19年３月) 

(１)満期保有目的の債券   

地方債 0 （百万円） 

(２)その他有価証券   

中期国債ファンド 100  

フリー・ファイナンシャル・ファンド 2,803  

マネー・マネージメント・ファンド 900  

地方債 0  

非上場株式 8,686  

投資事業有限責任組合への出資 460  
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６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 

(平成19年３月) 

 １年以内 

(百万円) 

１年超５年以内 

(百万円) 

５年超 

(百万円) 

(１)満期保有目的の債券   

地方債 － 0  －

小計 － 0 －

(２)その他有価証券のうち満期があるもの   

公社債投資信託 100 － －

地方債 － － 0

小計 100 － 0

合計 100 0 0

 

当  期 

 

１．売買目的有価証券(平成20年３月) 

該当事項はない。 

 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成20年３月)  

該当事項はない。 

 

３．その他有価証券で時価のあるもの(平成 20 年３月) 

 
取得原価 

(百万円) 

連結貸借対照表

計上額 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）     

株式 9,044 11,508  2,463

その他 298 339  40

小計 9,342 11,847  2,504

（連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）     

株式 6,848 5,584 △ 1,264

その他 102 101 △ 0

小計 6,950 5,686 △ 1,264

合計 16,293 17,533  1,239

（注）当期において、時価のある株式について107百万円の減損処理を行なっている。なお、当該株式の

減損処理にあたっては、当該株式発行会社の株価推移・業績推移等により、価格回復の可能性を総

合的に判断している。 

 

４．期中に売却したその他有価証券(自 平成 19 年４月 至 平成 20 年３月) 

売却額 

(百万円) 

売却益の合計額 

(百万円) 

売却損の合計額 

(百万円) 

6,106 4,161 －

 

 

 



ＯＫＩ ６７０３  

平成20年３月期決算短信 連結 

- 28 -

 ５．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成20年３月) 

(１)満期保有目的の債券   

地方債 0 （百万円） 

(２)その他有価証券   

地方債 0  

中期国債ファンド 100  

フリー・ファイナンシャル・ファンド 1,410  

マネー・マネージメント・ファンド 904  

非上場株式 7,398  

譲渡性預金 1,200  

投資事業有限責任組合への出資 369  

 

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

(平成20年３月) 

 １年以内 

(百万円) 

１年超５年以内 

(百万円) 

５年超 

(百万円) 

(１)満期保有目的の債券   

地方債 0 － －

小計 0 － －

(２)その他有価証券のうち満期があるもの   

地方債 － 0 －

  その他 1,200 － －

小計 1,200 0 －

合計 1,200 0 －
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 （退職給付関係） 

 １．採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、適格退職年金制度及

び退職一時金制度を設けている。加えて、一部の海外連結子会社でも確定給付型及び確定拠出型の退職

金制度を設けている。なお、当社では、退職一時金制度において退職給付信託を設定している。  

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がある。 

当社が加入しているＯＫＩ企業年金基金は平成17年１月１日に設立され、連結子会社のうち48社が加

入している。また、連結子会社のうち１社については適格退職年金制度を採用している。 

  

２．退職給付債務に関する事項（単位：百万円） 

前     期 当     期   

（平成19年３月） （平成20年３月） 

イ． 退職給付債務 △  166,341 △ 170,486 

ロ． 年金資産 86,335 88,537 

ハ． 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △   80,006 △  81,949 

ニ． 会計基準変更時差異の未処理額 34,666 30,700 

ホ． 未認識数理計算上の差異 13,022 23,100 

へ． 未認識過去勤務債務（債務の減額） △   12,892 △  12,060 

ト． 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △   45,209 △   40,208 

チ． 前払年金費用 9 7 

リ． 退職給付引当金（ト－チ） △  45,218 △   40,216 

   

前     期 

（平成19年３月） 

 当     期 

（平成20年３月） 

(注)一部の子会社は、退職給付債務の算

定にあたり、簡便法を採用している。 

 (注)１．一部の子会社は、退職給付債務の算

定にあたり、簡便法を採用している。

  ２．「年金資産」には、退職給付信託6,812

百万円が含まれている。 

 

３．退職給付費用に関する事項（単位：百万円） 

  前     期 

自平成18年４月

至平成19年３月  

当     期 

自平成19年４月

至平成20年３月

イ． 勤務費用 5,089 5,602 

ロ． 利息費用 3,427 3,599 

ハ． 期待運用収益 △ 1,907 △ 2,045 

ニ． 会計基準変更時差異の費用処理額 4,333 4,395 

ホ． 数理計算上の差異の費用処理額 2,331 2,542 

へ． 過去勤務債務の費用処理額 △ 1,093 △ 1,138 

ト． 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ） 12,180 12,955 
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前     期 

自平成18年４月 

至平成19年３月 
 

当     期 

自平成19年４月 

至平成20年３月 
 

(注)１．上記退職給付費用以外に、割増退職金

884百万円を支払っており特別損失と

して計上している。 

２．簡便法を採用している連結子会社の

退職給付費用は「イ．勤務費用」に計

上している。 

 (注)１．上記退職給付費用以外に、割増退職

金1,380百万円を支払っており特別損

失として計上している。 

  ２．簡便法を採用している連結子会社の

退職給付費用は「イ．勤務費用」に計

上している。 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 

 前     期 

自平成18年４月 

至平成19年３月 
 

当     期 

自平成19年４月 

至平成20年３月 
 

イ.退職給付見込額の期間配分方法 

 

ポイント基準又は期間定額基

準（ポイント制退職金及びキ

ャッシュ・バランス型年金制

度に基づく退職給付見込額の

期間配分方法は、ポイント基

準を適用している） 

 

同左 

ロ.割引率 

 

2.1％ 同左 

ハ.期待運用収益率 

 

2.3％ 同左 

ニ.過去勤務債務の額の処理年数 

 

14年(発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法による。) 

 

同左 

ホ.数理計算上の差異の処理年数 

 

 

 

 

 

13～14年(発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により、

翌期から費用処理することと

している。)  

また、一部の海外連結子会

社については、直接、利益剰

余金の増減額として処理して

いる。 

 

同左 

へ.会計基準変更時差異の処理年数 

 

 

 

適用初年度に一括費用処理を

している連結子会社及び利益

剰余金から直接減額している

一部の海外連結子会社を除

き、15年である。 

 

同左 
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（１株当たり情報）  

前  期 当   期 

 平成18年４月 

平成19年３月 
 平成19年４月 

平成20年３月 
 

１株当たり純資産額 160.13 円 １株当たり純資産額 138.55 円 

１株当たり当期純損失金額  56.27 円 １株当たり当期純利益金額 0.83 円 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
0.74 円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、１株当たり当期純損失金額が

計上されているため記載していない。 

 

 

  

(注)１. １株当たり当期純損益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりである。 

 前  期 当  期 

 
平成18年４月 

平成19年３月  
平成19年４月 

平成20年３月  

１株当たり当期純損益金額   

当期純利益（百万円） ― 567 

当期純損失（百万円） 36,446 ― 

普通株主に帰属しない金額（百万円）         ―         ― 

普通株式に係る当期純利益（百万円） ― 567 

普通株式に係る当期純損失（百万円） 36,446         ― 

普通株式の期中平均株式数（千株） 647,652 683,118 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） ― 0 

普通株式増加数（千株） ― 80,919 

 （うち新株予約権付社債（千株）） ― 80,919 

（うち新株予約権（千株）） ― ― 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額の

算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権５種類、2008年

満期ユーロ円建転換社債

型新株予約権付社債（券面

総額20,000百万円）、第32

回無担保転換社債型新株

予約権付社債（券面総額

12,000百万円） 

新株予約権６種類 
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２.１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 
前  期 

平成19年３月 

当  期 

平成20年３月 

純資産の部の合計額（百万円） 115,973 101,376 

純資産の合計額から控除する金額（百万円） 6,571 6,735 

(うち新株予約権） （32） （79） 

(うち少数株主持分) （6,538） （6,656） 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 109,402 94,640 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（千株） 
683,187 683,072 

 

 

（開示の省略） 

リース取引、関連当事者との取引、デリバティブ取引、ストック・オプション等及び企業結合等の注

記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えるため開示を省略します。 
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

資産の部                                                                   （単位：百万円） 

                 期    別 

科    目 

前 期 

（平成１９年３月） 

当 期 

（平成２０年３月） 
比 較 増 減 

（資産の部） 

Ⅰ流  動  資  産 

現 金 及 び 預 金 

 

 

１５，６２６ 

 

 

１４，２５８ 

 

 

△  １，３６８ 

受 取 手 形 １，３８０ １，５６５ １８５ 

売 掛 金 ９９，０２８ ９７，２４３ △  １，７８５ 

た な 卸 資 産 ９２，６７６ ７５，８８６ △ １６，７９０ 

短 期 前 払 費 用 ５８３ ４８０ △    １０３ 

短 期 貸 付 金 １８，５３３ １４，８６４ △  ３，６６９ 

未 収 金 １９，５４５ １５，７８５ △  ３，７６０ 

繰 延 税 金 資 産 ２，４９１ ３，７７６ １，２８５ 

そ の 他 １，１８７ １，０８９ △     ９８ 

貸 倒 引 当 金 △     ７１ △    ２６０ △    １８９ 

流 動 資 産 合 計 ２５０，９８３ ２２４，６９０ △ ２６，２９３ 

Ⅱ固  定  資  産 

  有形固定資産 

 

 

  

建 物 ２９，９５４ ２８，１８０ △  １，７７４ 

構 築 物 １，３６７ １，２４６ △    １２１ 

機 械 及 び 装 置 ３１，５５８ ２７，５９７ △  ３，９６１ 

車 両 運 搬 具 １１ １０ △      １ 

工 具 器 具 備 品 １４，８７５ １４，２８９ △    ５８６ 

土 地 １３，９８２ １２，９６７ △  １，０１５ 

建 設 仮 勘 定 ５１ １１５ ６４ 

有 形 固 定 資 産 合 計 ９１，８０１ ８４，４０７ △  ７，３９４ 

  無形固定資産    

の れ ん ５３７ ３１５ △    ２２２ 

施 設 利 用 権 ２２８ ２０６ △     ２２ 

ソ フ ト ウ ェ ア １０，４７８ ９，８５７ △    ６２１ 

無 形 固 定 資 産 合 計 １１，２４４ １０，３７９ △    ８６５ 

  投資その他の資産    

投 資 有 価 証 券 ４５，２０３ ２３，９６７ △ ２１，２３６ 

関 係 会 社 株 式 ４８，３０８ ５３，２４８ ４，９４０ 

出 資 金 ２７１ ２６６ △      ５ 

関 係 会 社 出 資 金 １，３５６ １，９５８ ６０２ 

従 業 員 長 期 貸 付 金 ５ ４ △      １ 

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 １８，８１３ １９，２５６ ４４３ 

長 期 前 払 費 用 ８，９６３ ７，１４６ △  １，８１７ 

長 期 化 債 権 ４８８ ３０３ △    １８５ 

繰 延 税 金 資 産 － ６０３ ６０３ 

そ の 他 ３，４０７ ３，７０１ ２９４ 

貸 倒 引 当 金 △  ４，０６２ △  ３，８６２ ２００ 

投資その他の資産合計 １２２，７５６ １０６，５９４ △ １６，１６２ 

固 定 資 産 合 計 ２２５，８０２ ２０１，３８０ △ ２４，４２２ 

資 産 合 計 ４７６，７８５ ４２６，０７１ △ ５０，７１４ 
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負債、純資産の部                                                 （単位：百万円） 

                期     別  

科     目 

前 期 

（平成１９年３月）

当 期 

（平成２０年３月） 
比 較 増 減 

（負債の部） 

Ⅰ流  動  負  債 

支 払 手 形 ３９１ ４００

 

 

９ 

買 掛 金 ８１，４０５ ７３，６９１ △  ７，７１４ 

短 期 借 入 金 ５１，１５２ ５７，８９３ ６，７４１ 

コマーシャル・ペーパー ７，０００ ― △  ７，０００ 

１年内に返済予定の長期借入金 ２７，１０９ ２４，８６３ △  ２，２４６ 

１年内に償還予定の社債 ９，５００ ２０，０００ １０，５００ 

未 払 金 ９，３０６ ８，４４６ △    ８６０ 

未 払 費 用 ２５，６２７ ２１，７４５ △  ３，８８２ 

前 受 金 １，１５１ ２，０３７ ８８６ 

預 り 金 １，９４５ ２，１６６ ２２１ 

そ の 他 ４８８ ５２２ ３４ 

流 動 負 債 合 計 ２１５，０７７ ２１１，７６５ △  ３，３１２ 

Ⅱ固  定  負  債 

社 債 ３２，０００ １２，０００

 

△ ２０，０００ 

長 期 借 入 金 ８３，６１０ ８２，６６３ △    ９４７ 

繰 延 税 金 負 債 ５，９２８ ― △  ５，９２８ 

退 職 給 付 引 当 金 ２９，８５４ ２４，７８１ △  ５，０７３ 

そ の 他 １，７８９ １，１５８ △    ６３１ 

固 定 負 債 合 計 １５３，１８３ １２０，６０３ △ ３２，５８０ 

負  債  合  計 ３６８，２６１ ３３２，３６９ △ ３５，８９２ 
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      （単位：百万円） 

                期     別  

科     目 

前 期 

（平成１９年３月）

当 期 

（平成２０年３月）
比 較 増 減 

（純資産の部） 

Ⅰ株 主 資 本 

資 本 金 ７６，９４０ ７６，９４０

 

 

― 

資 本 剰 余 金  

 資  本  準  備  金 ２５，９２８ ２５，９２８ ― 

 そ の 他 資 本 剰 余 金 ２０，８１６ ２０，８１６ ― 

 資 本 剰 余 金 合 計 ４６，７４４ ４６，７４４ ― 

利 益 剰 余 金  

 そ の 他 利 益 剰 余 金 △ ２８，３１１ △ ３０，０４１ △  １，７３０ 

  繰 越 利 益 剰 余 金 △ ２８，３１１ △ ３０，０４１ △  １，７３０ 

利 益 剰 余 金 合 計 △ ２８，３１１ △ ３０，０４１ △  １，７３０ 

自 己 株 式 △    ３１４ △    ３３９ △     ２５ 

株 主 資 本 合 計 ９５，０５８ ９３，３０４ △  １，７５４ 

Ⅱ評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金 １３，８０２ ５８９ △ １３，２１３ 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △    ３６９ △    ２７１ ９８ 

評価・換算差額等合計 １３，４３３ ３１８ △ １３，１１５ 

Ⅲ新 株 予 約 権 ３２ ７９ ４７ 

純 資 産  合 計 １０８，５２３ ９３，７０２ △ １４，８２１ 

負 債 、 純 資 産 合 計 ４７６，７８５ ４２６，０７１ △ ５０，７１４ 
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（２）損益計算書 

（単位：百万円） 

期      別 

 

科      目 

 

 

前   期 

自 平成１８年４月

至 平成１９年３月

  

当  期 

自 平成１９年４月

至 平成２０年３月

 

 

比 較 増 減 

  

売 上 高 ４０６，９２２

 

４０８，８４０ 

 

１，９１８ 

売 上 原 価 ３４５，２３８ ３５１，９８３ ６，７４５ 

売 上 総 利 益 ６１，６８３ ５６，８５６ △  ４，８２７ 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ７８，２７３ ６９，８３７ △  ８，４３６ 

営 業 利 益 △ １６，５９０ △ １２，９８０ ３，６１０ 

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 ６７７

 

６９０ 

 

１３ 

有 価 証 券 利 息 １ １ ０ 

受 取 配 当 金 ２，２３２ ４，２０６ １，９７４ 

受 取 ブ ラ ン ド 使 用 料 １，８８３ １，９１９ ３６ 

雑 収 入 ６４２ ５８６ △     ５６ 

計 ５，４３７ ７，４０５ １，９６８ 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 ３，１６８

 

３，３８２ 

 

２１４ 

社 債 利 息 ６０８ １６６ △    ４４２ 

為 替 差 損 ― １，２９３ １，２９３ 

訴 訟 関 連 費 用 ９２３ ― △    ９２３ 

雑 支 出 １，８４３ １，４５２ △    ３９１ 

計 ６，５４３ ６，２９４ △    ２４９ 

経 常 利 益 △ １７，６９６ △ １１，８６９ ５，８２７ 

特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 ―

 

６，５２１ 

 

６，５２１ 

投 資 有 価 証 券 等 売 却 益 ３，３４７ ４，２６７ ９２０ 

退 職 給 付 信 託 設 定 益 ― ３，８２２ ３，８２２ 

過 年 度 特 許 料 戻 入 額 ― ４５１ ４５１ 

計 ３，３４７ １５，０６２ １１，７１５ 

特 別 損 失 

固 定 資 産 処 分 損 ７２５

 

１，１１３ 

 

３８８ 

投 資 有 価 証 券 等 評 価 損 ２，３２９ ― △  ２，３２９ 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 １，４３７ ― △  １，４３７ 

特 別 退 職 金 ６０８ ５７０ △     ３８ 

た な 卸 資 産 評 価 損 ― ３，４０７ ３，４０７ 

事 業 構 造 変 革 費 用 ２，３３５ ― △  ２，３３５ 

計 ７，４３６ ５，０９１ △  ２，３４５ 

税 引 前 当 期 純 利 益 △ ２１，７８６ △  １，８９８ １９，８８８ 

法 人 税 及 び 住 民 税 △  １，７４６ △  １，１４６ ６００ 

法 人 税 等 調 整 額 １７，３４４ ９７７ △ １６，３６７ 

当 期 純 利 益 △ ３７，３８４ △  １，７２９ ３５，６５５ 
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（３）株主資本等変動計算書 

 

前期（自 平成 18 年４月 至 平成 19 年３月）                 （単位：百万円）  

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益

剰 余 金

 

 

 

資 本 金 
 

資 本

準 備 金

 

そ の 他

資本剰余金

 

資本剰余金

合 計 繰 越 利 益

剰 余 金

 

利益剰余金 

合 計 

 

 

自己株式 

 

 

株 主 資 本

合 計

平成 18 年３月 31 日残高 67,882 16,985 20,816 37,801 10,907 10,907 △ 274 116,317

当期中の変動額    

新株の発行 9,057 8,942 8,942   18,000

剰余金の配当 （注）  △ 1,834 △ 1,834  △ 1,834

当期純損失  △37,384 △37,384  △37,384

自己株式の取得   △  40 △   40

株主資本以外の項目の当
期中の変動額（純額）    

当期中の変動額合計 9,057 8,942 － 8,942 △39,219 △39,219 △  40 △21,259

平成 19 年３月 31 日残高 76,940 25,928 20,816 46,744 △28,311 △28,311 △ 314 95,058

 
評価・換算差額等  

そ の 他 

有 価 証 券 

評 価 差 額 金 

繰 延

ヘ ッ ジ

損 益

評 価 ・ 換 算

差 額 等 合 計

 

 

新株予約権

 

 

純資産合計

平成 18 年３月 31 日残高 18,599 － 18,599 － 134,917

当期中の変動額  

新株の発行  18,000

剰余金の配当 （注）  △ 1,834

当期純損失  △37,384

自己株式の取得  △   40

株主資本以外の項目の当
期中の変動額（純額） △  4,797 △ 369 △ 5,166 32 △ 5,134

当期中の変動額合計 △  4,797 △ 369 △ 5,166 32 △26,393

平成 19 年３月 31 日残高 13,802 △ 369 13,433 32 108,523

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 
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当期（自 平成 19 年４月 至 平成 20 年３月）                 （単位：百万円）  

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益

剰 余 金

 

 

 

資 本 金 
 

資 本

準 備 金

 

そ の 他

資本剰余金

 

資本剰余金

合 計 繰 越 利 益

剰 余 金

 

利益剰余金 

合 計 

 

 

自己株式 

 

 

株 主 資 本

合 計

平成 19 年３月 31 日残高 76,940 25,928 20,816 46,744 △ 28,311 △ 28,311 △ 314 95,058

当期中の変動額    

当期純損失  △ 1,729 △ 1,729  △ 1,729

自己株式の取得   △  24 △   24

株主資本以外の項目の当
期中の変動額（純額）    

当期中の変動額合計 ― ― ― ― △ 1,729 △ 1,729 △  24 △ 1,753

平成 20 年３月 31 日残高 76,940 25,928 20,816 46,744 △ 30,041 △ 30,041 △ 339 93,304

 
評価・換算差額等  

そ の 他 

有 価 証 券 

評 価 差 額 金 

繰 延

ヘ ッ ジ

損 益

評 価 ・ 換 算

差 額 等 合 計

 

 

新株予約権

 

 

純資産合計

平成 19 年３月 31 日残高 13,802 △ 369 13,433 32 108,523

当期中の変動額  

当期純損失  △ 1,729

自己株式の取得  △   24

株主資本以外の項目の当
期中の変動額（純額） △ 13,212 97 △ 13,114 46 △ 13,068

当期中の変動額合計 △ 13,212 97 △ 13,114 46 △ 14,821

平成 20 年３月 31 日残高 589 △ 271 318 79 93,702
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＜ご参考＞ 

（１）連結損益計算書 

（単位：百万円） 

期      別 

 

科      目 

 

 

前年第４四半期

自平成19年１月 

至平成19年３月 

 
当第４四半期 

自平成20年１月 

至平成20年３月 

 
対前年第４四半期

比 較 増 減

  

売 上 高 

 

242,334 

 

232,389 

 

△  9,945 

売 上 原 価 187,841 178,001 △  9,840 

売 上 総 利 益 54,493 54,388 △   105 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 47,062 45,043 △  2,019 

営 業 利 益 7,430 9,344 1,914 

営 業 外 収 益    

受 取 利 息 175 138 △    37 

受 取 配 当 金 77 44 △    33 

雑 収 入 289 351 62 

計 543 535 △    8 

営 業 外 費 用    

支 払 利 息 1,783 1,801 18 

為 替 差 損 ― 1,828 1,828 

雑 支 出 985 1,149 164 

計 2,768 4,780 2,012 

経 常 利 益 5,205 5,099 △   106 

特  別  利  益 3,054 14,529 11,475 

特  別  損  失 5,005 4,693 △   312 

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益 3,253 14,935 11,682 

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 1,196 1,411 215 

法 人 税 等 調 整 額 △   88 △   890 △   802 

少 数 株 主 利 益 231 299 68 

四 半 期 純 利 益 1,913 14,113 12,200 
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＜ご参考＞ 

 

（２）セグメント情報 

 

事業の種類別セグメント情報 

前年第４四半期（自 平成19年１月  至 平成19年３月）                            （単位：百万円） 

 情報通信ｼｽﾃﾑ 半導体 プリンタ その他 計 消去又は全社 連  結 

売 上 高    

(1)外部顧客に対する売上高 136,953 38,554 57,135 9,690 242,334 － 242,334
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 

又は振替高 76 2,012 1,292 8,866 12,248 ( 12,248) －

計 137,029 40,567 58,428 18,557 254,582 ( 12,248) 242,334

営業費用 132,620 39,602 55,785 17,471 245,479 ( 10,575) 234,903

  営業利益 4,409 965 2,642 1,085 9,103 (  1,672) 7,430

  

当第４四半期（自 平成20年１月  至 平成20年３月）                              （単位：百万円） 

 情報通信ｼｽﾃﾑ 半導体 プリンタ その他 計 消去又は全社 連  結 

売 上 高    

(1)外部顧客に対する売上高 135,730 35,296 51,600 9,762 232,389 － 232,389
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 

又は振替高 990 1,043 3,008 10,283 15,326 ( 15,326) －

計 136,720 36,339 54,609 20,046 247,716 ( 15,326) 232,389

営業費用 133,027 32,021 52,769 18,718 236,537 ( 13,492) 223,045

  営業利益 3,693 4,317 1,839 1,328 11,178 ( 1,834) 9,344
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Ｐ／Ｌ 単位：億円（表示単位未満四捨五入）  

 ０６年度通期 ０７年度通期 

 対前年比 

(%) 
 

売 上 高  7,188 7,197 0.1 

営 業 利 益 △  54 62 ― 

経 常 利 益 △ 128 △ 39 ― 

税 引 前 利 益 △ 162 50 ― 

当 期 純 利 益 △ 364 6 ― 

 

 
 

セグメント別営業損益    

 ０６年度通期 ０７年度通期   

   
対前年比 

(%) 
 

 

情 報 通 信 シ ス テ ム △ 15 △ 17 ―  

半 導 体    7 38 417.1  

プ リ ン タ     17 86 393.1  

そ の 他     30 41 33.8  

全 社 ・ 消 去 △  93 △ 86 ―  

合 計 △  54 62 ―  

 

 

 
 
 
 
 
 
 

セグメント別売上高(外部顧客向)    

 ０６年度通期 ０７年度通期   

  
対前年比 

(%) 
 

情 報 通 信 シ ス テ ム  3,527 3,590 1.8 

半 導 体  1,455 1,382 △ 5.0 

プ リ ン タ  1,871 1,858 △ 0.7 

そ の 他   335 367 9.9 

合 計  7,188 7,197 0.1 

キャッシュ・フロー   

 ０６年度通期 ０７年度通期   

  
対前年比 

(%) 
 

  

営 業 活 動 に よ る ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ   161 400 148.6  

投 資 活 動 に よ る ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ △ 349 △ 204 ―  

財 務 活 動 に よ る ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ     281 △ 194 ―  

現金及び現金同等物に係る換算差額      10 △  13 ―  

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額     103 △  11 ―  

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高     498 498 0.1  

連結 
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セグメント別設備投資 単位：億円（表示単位未満四捨五入） 

 ０６年度通期 ０７年度通期  

  
対前年比 

(%)  
 

情 報 通 信 シ ス テ ム 72 60 △ 16.7  

半 導 体 221 131 △ 40.4  

プ リ ン タ 49 39 △ 21.1  

そ の 他 ・ 共 通 35 24 △ 31.9  

設 備 投 資 合 計 377 254 △ 32.6  

減価償却費(有形固定資産) 273 268 △ 1.5  

 

 

セグメント別研究開発投資 

 ０６年度通期 ０７年度通期  

  
対前年比 

(%) 
  

情 報 通 信 シ ス テ ム 97 75 △ 22.8  

半 導 体 43 27 △ 37.1  

プ リ ン タ 40 46 13.9  

そ の 他 ・ 共 通 33 34 5.2  

合 計 213 182 △ 14.4  

 
為替レート(単独)  (円 / ＵＳ＄) 

 ０６年度通期 ０７年度通期   

期中平均レート 116 116   

 

期末人員 (人) 

 

 ０６年度通期 ０７年度通期 

単 独 5,579 5,313 

国 内 計 14,405 15,313 

海 外 計 6,975 7,327 

合 計 21,380 22,640 

(内：新規連結子会社 162 1,355) 

(除：新規連結子会社 21,218 21,285) 

連結 
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